
令和８年第４回都城市議会定例会（９月）

（議案第８６号～第１１３号、諮問第２号～第７号）





  

議案第８６号 

 

 

   都城市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

 

 

 都城市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定

する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

 都城市印鑑登録及び証明に関する条例（平成18年条例第31号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（多機能端末機による印鑑登録証明書の交付申請等） （多機能端末機による印鑑登録証明書の交付申請等） 

第16条 第14条及び前条第１項の規定にかかわらず、印鑑登録者

は、多機能端末機（地方公共団体情報システム機構の使用に係

る電子計算機を経由して、本市の電子計算組織と電気通信回線

により接続された端末機で、証明書を発行する機能を有するも

のをいう。）で、行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第

７項に規定する個人番号カード（電子署名等に係る地方公共団

体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年法律第 

153号。以下「公的個人認証法」という。）第22条第１項に規定

する個人番号カード用利用者証明用電子証明書が記録されたも

のに限る。）又はスマートフォン（自動データ処理機械の機能

（例えば、複数のアプリケーション（サードパーティー製のも

のを含む。）のダウンロード及び作動の同時実行）を果たすよ

うに設計されたモバイルオペレーティングシステムを搭載した

携帯回線網用の電話（デジタルカメラ、ナビシステムその他の

機能を備えているかいないかを問わない。）をいう。）（公的個

人認証法第35条の２第１項に規定する移動端末設備用利用者証

明用電子証明書が記録されたものに限る。）を使用して、印鑑

登録証明書の交付を申請し、その交付を受けることができる。 

第16条 第14条及び前条第１項の規定にかかわらず、印鑑登録者

は、多機能端末機（地方公共団体情報システム機構の使用に係

る電子計算機を経由して、本市の電子計算組織と電気通信回線

により接続された端末機で、証明書を発行する機能を有するも

のをいう。）で、行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第

７項に規定する個人番号カード、出入国管理及び難民認定法（昭

和26年政令第319号）第19条の15の２第１項に規定する特定在留

カード若しくは日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱

した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第71号）

第16条の２第１項に規定する特定特別永住者証明書（これらの

うち電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業

務に関する法律（平成14年法律第153号。以下「公的個人認証法」

という。）第22条第１項に規定する個人番号カード用利用者証

明用電子証明書が記録されたものに限る。）又はスマートフォ

ン（自動データ処理機械の機能（例えば、複数のアプリケーシ

ョン（サードパーティー製のものを含む。）のダウンロード及

び作動の同時実行）を果たすように設計されたモバイルオペレ

ーティングシステムを搭載した携帯回線網用の電話（デジタル

カメラ、ナビシステムその他の機能を備えているかいないかを

問わない。）をいう。）（公的個人認証法第35条の２第１項に規

定する移動端末設備用利用者証明用電子証明書が記録されたも

のに限る。）を使用して、印鑑登録証明書の交付を申請し、その 
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 交付を受けることができる。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８６号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：地域振興部市民課】 

条例名 都城市印鑑登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 公布の日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

出入国管理及び難民認定法等の改正により、個人番号カードとしての機能が付加

された特定在留カード又は特別永住者証明書を発行することが可能となったことに

伴い、当該カード又は当該証明書を利用して多機能端末機で印鑑登録証明書の交付

申請をすることができるようにするため、所要の改正を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

特定在留カードの追加（第 16 条） 

多機能端末機による印鑑登録証明書の交付申請について、特定在留カード又は特

別永住者証明書でも交付申請が可能となるよう追加する。 

 

関係する法令 

及びその条項 

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号）第 19 条の 15 の２ 

日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例

法（平成３年法律第 71 号）第 16 条の２ 

制定改廃を要す

る関係条例等 

 

備考  
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議案第８７号 

 

 

   都城市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 都城市税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市税条例の一部を改正する条例 

 都城市税条例（平成18年条例第99号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

   附 則    附 則 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） （法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） 

第10条の２ (略) 第10条の２ (略) 

２～18 (略) ２～18 (略) 

 19 法附則第15条の11第１項に規定する条例で定める割合は、３

分の１とする。 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

第10条の３ (略) 第10条の３ (略) 

２～15 (略) ２～15 (略) 

16 法附則第15条の11第１項の改修実演芸術公演施設について、

同項の規定の適用を受けようとする者は、同項に規定する利便

性等向上改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律施行規則（平成18年国土交通省令第110号）第10

条第２項に規定する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等

の活性化に関する法律（平成24年法律第49号）第２条第２項に

規定する実演芸術の公演の用に供する施設である旨を証する書

類を添付して市長に提出しなければならない。 

16 法附則第15条の11第１項の改修特別特定建築物について、同

項の規定の適用を受けようとする者は、同項に規定する利便性

等向上改修工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項

を記載した申告書に施行規則附則第７条の２第１項に規定する

補助に係る補助金確定通知書の写し及び高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）第14

条第１項に規定する建築物移動等円滑化基準（同条第３項の条

例で付加した事項を含む。）又は同法第17条第３項第１号に規

定する同法第２条第20号に規定する建築物特定施設の構造及び

配置に関する基準に適合する旨を証する書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

 (１)・(２) （略）  (１)・(２) （略） 

 (３) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す  (３) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す
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る法律施行令（平成18年政令第379号）第５条第３号に規定す

る劇場若しくは演芸場又は同条第４号に規定する集会場若し

くは公会堂のいずれに該当するかの別 

る法律施行令（平成18年政令第379号）第５条各号に掲げる特

別特定建築物（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第14条第３項の条例で定める同法第２条第18号に

規定する特定建築物を含む。）のいずれに該当するかの別 

 (４)～(６) （略）  (４)～(６) （略） 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の規定は、令和９年度以後の固定資産税について適用し、令和８年度分までの固定資産税については、なお

従前の例による。 

 

1
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議案第８７号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：総務部資産税課】 

条例名 都城市税条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 公布の日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

地方税法が改正されたことに伴い、国の施策に基づく税制改正への対応について

規定するため、所要の改正を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

１ 地方税法附則第 15 条の 11 の規定に基づく減額措置の割合について規定（附則

第 10 条の２第 19 号） 

地方税法附則第 15 条の 11 の規定に基づく固定資産税の減額措置について、対象

の拡大や内容の強化が行われるとともに、条例で定める割合に相当する額を減額さ

れることとなったため、当該割合を規定。 

 

２ 提出書類等の見直し（附則第 10 条の３） 

 減額措置を受けようとする者が申告の際に提出する書類等の見直し。 

関係する法令 

及びその条項 

地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）附則第 15 条の 11 

地方税法施行規則（昭和 29 年総理府令第 23 号）附則第７条の２ 

建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 77 条の 21 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号）

第２条第 19 号 

制定改廃を要す

る関係条例等 

 

備考  
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議案第８８号 

 

 

   都城市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 都城市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例

の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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   都城市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例  
 都城市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例（平成27年条例第50号）の一部を次のように改正す

る。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

市の執行機関 事務 

 （略） 

２ 市長 都城市外国人に対する生活保護事務取扱要綱

（平成27年度告示第231号）による外国人の生活

保護の措置に関する事務であって規則で定める

もの 

 （略） 
 

市の執行機関 事務 

 （略） 

２ 市長 都城市法定外予防接種の実施に関する規則（平

成18年規則第264号）による予防接種に関する事

務であって規則で定めるもの 

 

 （略） 
 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

市の執行機

関 

事務 特定個人情報 

１ 市長 都城市子ども医療

費の助成に関する

条例による医療費 

国民健康保険法（昭和33年法律

第192号）又は高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和57年法

 の助成に関する事

務であって規則で

定めるもの 

律第80号）による医療に関する

給付の支給又は保険料の徴収

に関する情報（以下「医療保険

給付関係情報」という。）、生

活保護法（昭和25年法律第144

号）による保護の実施又は就労

自立給付金の支給に関する情

報（以下「生活保護関係情報」

という。）、中国残留邦人等の

市の執行機

関 

事務 特定個人情報 

１ 市長 都城市子ども医療

費の助成に関する

条例による医療費 

国民健康保険法（昭和33年法律

第192号）又は高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和57年法

 の助成に関する事

務であって規則で

定めるもの 

律第80号）による医療に関する

給付の支給又は保険料の徴収

に関する情報（以下「医療保険

給付関係情報」という。）、生

活保護法（昭和25年法律第144

号）による保護の実施又は就労

自立給付金の支給に関する情

報（以下「生活保護関係情報」

という。）、中国残留邦人等の

1
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円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関

する法律（平成6年法律第30号）

による支援給付又は配偶者支

援金の支給に関する情報（以下

「中国残留邦人等支援給付等

関係情報」という。）、地方税

法（昭和25年法律第226号）その

他の地方税に関する法律に基

づく条例の規定により算定し

た税額又はその算定の基礎と

なる事項に関する情報（以下

「地方税関係情報」という。）、

都城市外国人に対する生活保

護事務取扱要綱による外国人

の生活保護の措置に関する情

報（以下「外国人生活保護関係

情報」という。）、児童手当法

（昭和46年法律第73号）による

児童手当又は特例給付の支給

に関する情報（以下「児童手当

関係情報」という。）、都城市

母子及び父子家庭医療費助成

に関する条例による医療費の

助成に関する情報（以下「母子

父子家庭医療費助成関係情報」

という。）、都城市重度心身障

害者医療費助成に関する条例

円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関

する法律（平成6年法律第30号）

による支援給付又は配偶者支

援金の支給に関する情報（以下

「中国残留邦人等支援給付等

関係情報」という。）、地方税

法（昭和25年法律第226号）その

他の地方税に関する法律に基

づく条例の規定により算定し

た税額又はその算定の基礎と

なる事項に関する情報（以下

「地方税関係情報」という。）、

都城市外国人に対する生活保

護事務取扱要綱（平成27年度告

示第231号）による外国人の生

活保護の措置に関する情報（以

下「外国人生活保護関係情報」

という。）、児童手当法（昭和

46年法律第73号）による児童手

当又は特例給付の支給に関す

る情報（以下「児童手当関係情

報」という。）、都城市母子及

び父子家庭医療費助成に関す

る条例による医療費の助成に

関する情報（以下「母子父子家

庭医療費助成関係情報」とい

う。）、都城市重度心身障害者

1
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  による医療費の助成に関する

情報（以下「重心医療費助成関

係情報」という。）及び住登外

者宛名情報であって規則で定

めるもの 

 

２ 市長 

 

都城市外国人に対

する生活保護事務

取扱要綱による外

国人の生活保護の

措置に関する事務

であって規則で定

めるもの 

生活保護関係情報、児童扶養手

当法（昭和36年法律第238号）に

よる児童扶養手当の支給に関

する情報（以下「児童扶養手当

関係情報」という。）、地方税

関係情報、公営住宅法（昭和26

年法律第193号）による公営住

宅の管理に関する情報（以下

「 公 営 住 宅 関 係 情 報 」 と い

う。）、母子保健法（昭和40年

法律第141号）による養育医療

の給付又は養育医療に要する

費用の支給に関する情報、児童

手当関係情報、介護保険法（平

  成９年法律第123号）による保

険給付の支給、地域支援事業の

実施又は保険料の徴収に関す

る情報、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成17年法律第

123号）による自立支援給付の

支給に関する情報、母子及び父

子並びに寡婦福祉法（昭和39年

  医療費助成に関する条例によ

る医療費の助成に関する情報

（以下「重心医療費助成関係情

報」という。）及び住登外者宛

名情報であって規則で定める

もの 

２ 市長 

 

都城市外国人に対

する生活保護事務

取扱要綱による外

国人の生活保護の

措置に関する事務

であって規則で定

めるもの 

公営住宅法（昭和26年法律第

193号）による公営住宅の管理

に関する情報（以下「公営住宅

関係情報」という。）、都城市

子ども医療費の助成に関する

条例による医療費の助成に関

する情報（以下「子ども医療費

助成関係情報」という。）、都

城市単独住宅条例による単独

住宅の管理に関する情報（以下

「 単 独 住 宅 関 係 情 報 」 と い

う。）、母子父子家庭医療費助

成関係情報、重心医療費助成関

係情報、都城市寡婦等医療費助

  成に関する条例による医療費

の助成に関する情報（以下「寡

婦等医療費助成関係情報」とい

う。）及び住登外者宛名情報で

あって規則で定めるもの 
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法律第129号）による給付金の

支給に関する情報、特別児童扶

養手当等の支給に関する法律

（昭和39年法律第134号）によ

る障害児福祉手当若しくは特

別障害者手当又は国民年金法

等の一部を改正する法律（昭和

60年法律第34号）附則第97条第

１項の福祉手当の支給に関す

る情報、中国残留邦人等支援給

付等関係情報、都城市子ども医

療費の助成に関する条例によ

る医療費の助成に関する情報

（以下「子ども医療費助成関係

情報」という。）、都城市単独

住宅条例による単独住宅の管

理に関する情報（以下「単独住

宅関係情報」という。）、母子

父子家庭医療費助成関係情報、

重心医療費助成関係情報、都城

  市寡婦等医療費助成に関する

条例による医療費の助成に関

する情報（以下「寡婦等医療費

助成関係情報」という。）及び

住登外者宛名情報であって規

則で定めるもの 

 （略） 

４ 市長 都城市母子及び父

子家庭医療費助成

医療保険給付関係情報、生活保

護関係情報、地方税関係情報、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 （略） 

４ 市長 都城市母子及び父

子家庭医療費助成

医療保険給付関係情報、生活保

護関係情報、地方税関係情報、

1
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に関する条例によ

る医療費の助成に

関する事務であっ

て規則で定めるも

の 

障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための

法律による療養介護又は施設

入所支援に関する情報、中国残

留邦人等支援給付等関係情報、

子ども医療費助成関係情報、外

国人生活保護関係情報、重心医

療費助成関係情報及び住登外

者宛名情報であって規則で定

めるもの 

 

 （略） 

７ 市長 生活保護法による

保護の決定及び実

施又は徴収金の徴

収に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

公営住宅関係情報、子ども医療

費助成関係情報、外国人生活保

護関係情報、単独住宅関係情

報、母子父子家庭医療費助成関

係情報、重心医療費助成関係情

報及び寡婦等医療費助成関係

情報であって規則で定めるも

の 

８ 市長  （略） 

９ 市長 公営住宅法による

公営住宅の管理に

関する事務であっ

て規則で定めるも

の 

外国人生活保護関係情報であ

って規則で定めるもの 

10 市長  （略） 

11 市長  （略） 

12 市長  （略） 

に関する条例によ

る医療費の助成に

関する事務であっ

て規則で定めるも

の 

障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための

法律（平成17年法律第123号）に

よる療養介護又は施設入所支

援に関する情報、中国残留邦人

等支援給付等関係情報、子ども

医療費助成関係情報、外国人生

活保護関係情報、重心医療費助

成関係情報及び住登外者宛名

情報であって規則で定めるも

の 

 （略） 

７ 市長 生活保護法による

保護の決定及び実

施又は徴収金の徴

収に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

公営住宅関係情報、子ども医療

費助成関係情報、単独住宅関係

情報、母子父子家庭医療費助成

関係情報、重心医療費助成関係

情報及び寡婦等医療費助成関

係情報であって規則で定める

もの 

 

８ 市長  （略） 

  

 

 

 

 

９ 市長  （略） 

10 市長  （略） 

11 市長  （略） 
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13 市長 母子及び父子並び

に寡婦福祉法によ

る配偶者のない者

で現に児童を扶養

しているもの又は

寡婦についての便

宜の供与に関する

事務であって規則

で定めるもの 

外国人生活保護関係情報であ

って規則で定めるもの 

14 市長 母子保健法による

費用の徴収に関す

る事務であって規

則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報であ

って規則で定めるもの 

15 市長 中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進

並びに永住帰国し

た中国残留邦人等

及び特定配偶者の

自立の支援に関す

る法律による支援 

外国人生活保護関係情報であ

って規則で定めるもの 

 給付又は配偶者支

援金の支給に関す

る事務であって規

則で定めるもの 

 

16 市長 介護保険法による

保険給付の支給、

地域支援事業の実

施又は保険料の徴

収に関する事務で 

 （略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 市長 介護保険法（平成

９年法律第123号）

による保険給付の

支給、地域支援事

業の実施又は保険 

 （略） 

2
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 あって規則で定め

るもの 

 

 

17 市長  （略） 

18 市長 子ども・子育て支

援法（平成24年法

律第65号）による

子どものための教

育・保育給付若し

くは子育てのため

の施設等利用給付

の支給又は地域子

ども・子育て支援

事業の実施に関す

る事務であって規

則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報であ

って規則で定めるもの 

19 市長  （略） 

20 市長  （略） 
 

 料の徴収に関する

事務であって規則

で定めるもの 

 

13 市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （略） 

14 市長  （略） 

15 市長  （略） 
 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

情報照会機 事務 情報提供機 特定個人情報 

関  関  

 （略） 

６  教 育 委

員会 

 

 

 

 

 

学校保健安全法に

よる医療に要する

費用についての援

助に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

 

市長 

 

 

 

 

 

 

生 活 保 護 関 係 情

報、児童扶養手当

関係情報、地方税

関係情報、中国残

留邦人等支援給付

等関係情報及び外

国人生活保護関係

情報照会機 事務 情報提供機 特定個人情報 

関  関  

 （略） 

６  教 育 委

員会 

 

 

 

 

 

学校保健安全法に

よる医療に要する

費用についての援

助に関する事務で

あって規則で定め

るもの 

 

市長 

 

 

 

 

 

 

生 活 保 護 関 係 情

報、児童扶養手当

法（昭和36年法律

第238号）による児

童扶養手当の支給

に関する情報（以

下「児童扶養手当

2
1



 

 

 

 

 情報であって規則

で定めるもの 

 

 

 

 

 

 

 （略） 
 

  

 

 

 関 係 情 報 」 と い

う。）、地方税関係

情報、中国残留邦

人等支援給付等関

係情報及び外国人

生活保護関係情報

であって規則で定

めるもの 

 （略） 
   

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８８号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：こども部こども家庭課】 

条例名 都城市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例の

一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 公布の日 制定年月 平成 27 年 12 月 

制定改廃の 

目的・背景 

予防接種法に基づかない任意接種について、マイナンバーを利用して事務を行う

ことができるようにするとともに、法令の改正に伴う条例との条文の重複を解消す

るため、所要の改正を行うもの。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

１ 独自利用事務の追加及び削除（別表第１） 

 独自利用事務として、都城市法定外予防接種の実施に関する規則（平成 18 年規

則第 264 号）による予防接種に関する事務を追加し、外国人の生活保護の措置に関

する事務を削除。 

 

２ 庁内連携等の見直し（別表第２及び別表第３） 

 外国人生活保護関係情報を特定個人情報とする事務のうち、国の命令により対応

可能な事務について削除。 

 その他、文言等を整理。 

関係する法令 

及びその条項 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

25 年法律第 27 号） 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第九条第

一項に規定する準法定事務及び準法定事務処理者を定める命令（令和６年デジタル

庁・総務省令第８号） 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第十九条

第八号に基づく利用特定個人情報の提供に関する命令（令和６年デジタル庁・総務

省令第９号） 

制定改廃を要す

る関係条例等 

 

備考  

 

23



24



  

議案第８９号 

 

 

   都城市地区体育館条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 都城市地区体育館条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

25



26



   都城市地区体育館条例の一部を改正する条例 

 都城市地区体育館条例（平成18年条例第283号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第２条 地区体育館の名称及び位置は、次の表のとおりとする。 第２条 地区体育館の名称及び位置は、次の表のとおりとする。 

名称 位置 

 （略） 

都城市祝吉地区体育館 都城市千町4962番地 

 （略） 
 

名称 位置 

 （略） 

都城市祝吉地区体育館 都城市早水町4524番地１ 

 （略） 
 

   附 則 

 この条例は、令和８年10月11日から施行する。 
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議案第８９号関係資料 

条例の制定・改廃等に関する資料 

   【担当課：スポーツ部スポーツ政策課】 

条例名 都城市地区体育館条例の一部を改正する条例 

制定改廃区分 □ 新規制定  ■ 一部改正  □ 全部改正  □ 廃止 

施行予定日 令和８年 10 月 11 日 制定年月 平成 18 年１月 

制定改廃の 

目的・背景 

 祝吉地区体育館の移転新築に伴い、住所の変更をするため、所要の改正を行うも

の。 

条例案の概要 

（制定理由・ 

 主な改正点） 

都城市祝吉地区体育館の住所を変更（第２条） 

都城市千町 4962 番地 → 都城市早水町 4524 番地１ 

 

 

 

 

関係する法令 

及びその条項 

 

制定改廃を要す

る関係条例等 

 

備考  

 

29



30



議案第９５号 

 

 

令和７年度都城市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

令和７年度都城市一般会計歳入歳出決算書（別冊）を監査委員の審査を経て、地

方自治法第２３３条第３項の規定により、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

31



32



議案第９６号 

 

 

令和７年度都城市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

令和７年度都城市国民健康保険特別会計（事業勘定及び診療施設勘定）歳入歳出

決算書（別冊）を監査委員の審査を経て、地方自治法第２３３条第３項の規定によ

り、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

33



34



議案第９７号 

 

 

令和７年度都城市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

 

 

令和７年度都城市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算書（別冊）を監査委員の

審査を経て、地方自治法第２３３条第３項の規定により、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

35



36



議案第９８号 

 

 

令和７年度都城市公設地方卸売市場事業特別会計歳入歳出決算の認定

について 

 

 

令和７年度都城市公設地方卸売市場事業特別会計歳入歳出決算書（別冊）を監査

委員の審査を経て、地方自治法第２３３条第３項の規定により、議会の認定に付す

る。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

37



38



議案第９９号 

 

 

令和７年度都城市整備墓地特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

令和７年度都城市整備墓地特別会計歳入歳出決算書（別冊）を監査委員の審査を

経て、地方自治法第２３３条第３項の規定により、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

39



40



議案第１００号 

 

 

令和７年度都城市工業用地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

 

 

令和７年度都城市工業用地造成事業特別会計歳入歳出決算書（別冊）を監査委員

の審査を経て、地方自治法第２３３条第３項の規定により、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

41



42



議案第１０１号 

 

 

令和７年度都城市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

令和７年度都城市介護保険特別会計歳入歳出決算書（別冊）を監査委員の審査を

経て、地方自治法第２３３条第３項の規定により、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

43



44



議案第１０２号 

 

 

令和７年度都城市電気事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

令和７年度都城市電気事業特別会計歳入歳出決算書（別冊）を監査委員の審査を

経て、地方自治法第２３３条第３項の規定により、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

45



46



議案第１０３号 

 

 

   令和７年度都城市水道事業会計決算の認定について 

 

 

令和７年度都城市水道事業会計決算書（別冊）を監査委員の審査を経て、地方公

営企業法第３０条第４項の規定により、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

 

47



48



議案第１０４号 

 

 

   令和７年度都城市簡易水道事業会計決算の認定について 

 

 

令和７年度都城市簡易水道事業会計決算書（別冊）を監査委員の審査を経て、地

方公営企業法第３０条第４項の規定により、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

 

49



50



議案第１０５号 

 

 

   令和７年度都城市御池簡易水道事業会計決算の認定について 

 

 

令和７年度都城市御池簡易水道事業会計決算書（別冊）を監査委員の審査を経て、

地方公営企業法第３０条第４項の規定により、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

 

51



52



議案第１０６号 

 

 

   令和７年度都城市公共下水道事業会計決算の認定について 

 

 

令和７年度都城市公共下水道事業会計決算書（別冊）を監査委員の審査を経て、

地方公営企業法第３０条第４項の規定により、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

 

 

 

53



54



議案第１０７号 

 

 

   令和７年度都城市農業集落排水事業会計決算の認定について 

 

 

令和７年度都城市農業集落排水事業会計決算書（別冊）を監査委員の審査を経て、

地方公営企業法第３０条第４項の規定により、議会の認定に付する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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議案第１０８号 

 

 

議決事項の変更について 

 

 

令和６年９月２４日に議決された議案第１０２号「工事請負契約の締結につい

て」の一部を下記のとおり変更する。 

 

 

令和８年９月１日提出 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

記 

 

 契約の金額を次のように改める。 

 

３ 契約の金額   ６０９，３０４，３００円 
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議案第１０８号関係資料 

議案第１０２号 

 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 

Ｒ６企工第１号 工業団地造成事業 都城インター工業団地高木北地区（１工

区）造成等工事の施行に伴い、次のとおり工事請負契約を締結することについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第２条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   令和６年９月２日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

１ 契 約 の 目 的   Ｒ６企工第１号 工業団地造成事業 都城インター工業

団地高木北地区（１工区）造成等工事 

 

２ 契 約 の 方 法   一般競争入札 

 

３ 契 約 の 金 額   ５５７，７００，０００円 

 

４ 契約の相手方   丸宮・真栄・相葉 特定建設工事共同企業体 

           代表者 都城市庄内町８０３１番地２ 

丸宮建設 株式会社 
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Ｒ６企工第１号 工業団地造成事業 都城インター工業団地高木北地区（１工区）

造成等工事 

 

１ 工事概要   

・開発区域    Ａ＝62,070 ㎡ 

・造成工 切土 Ｖ＝11,636 ㎥ 

・盛土     Ｖ＝43,756 ㎥ 

・防災施設工  Ｎ＝一式   ・道路築造工 Ｎ＝一式 

・雨水排水工  Ｎ＝一式   ・調整池工  Ｎ＝一式 

・消防水利工  Ｎ＝一式   ・緑地工   Ｎ＝一式 

 

２ 予定価格  ５６５，５５６，２００円（消費税及び地方消費税込み） 

５１４，１４２，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

３ 落札価格  ５５７，７００，０００円（消費税及び地方消費税込み） 

５０７，０００，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 落 札 率  ９８．６１％ 

 

５ 入札参加業者及び入札結果  

入札参加業者 第１回入札金額（円） 摘要 

大淀・都北・木場 特定建設工事共同企業体 

（５０:３０：２０） 
514,142,000  

徳満・桜木・南星 特定建設工事共同企業体 

（４０:３５：２５） 
511,500,000  

丸宮・真栄・相葉 特定建設工事共同企業体 

（４５:３５：２０） 
507,000,000 落札 

備考 入札金額は、消費税及び地方消費税抜きの金額である。 
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専決第３１号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会の議決により指定された工事

の変更契約の締結について、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年１月２３日専決 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

議決年月日 令和６年９月２４日（令和６年議案第１０２号） 

工 事 件 名 
Ｒ６企工第１号 工業団地造成事業 都城インター工業団地高木北地区

（１工区）造成等工事 

相 手 方 丸宮・真栄・相葉 特定建設工事共同企業体 

変 更 事 項 契約金額 

議決のあった契約金額 ５５７，７００，０００円 

今回変更後の契約金額 ５７４，５５９，７００円 

議決金額からの増減額 
１６，８５９，７００円増額 

（増減率３．０２％増） 

変 更 理 由 

次の理由により、契約金額の変更を行うもの。 

・本市では国が推奨する ICT 技術活用を、受注者の希望により採用すると

しており、受注者から ICT 活用の申し出があり、３次元測量費を追加する

もの。 

・埋蔵文化財調査によって発生した現場内の仮置土を移動する必要があ

り、掘削（押土）の施工を追加する。また、現地盤の形状が設計時と相違

していることから、道路土工の設計を変更する。 

・管理用道路において、道路構造物が重複する部分の縁石工を一部削除す

る。 

・仮設工において、仮囲いの設置期間短縮により減額する。 

・国道１０号の国へ委託する工事よりも本造成工事の整備が進むことか

ら、国との協議により排水施設及び盛土工の一部を市施工とし追加す

る。 

・その他、工事実施に伴う数量の増減。 

（文書取扱 総務部契約課） 
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１ 変更理由 

 ・受注者によるＩＣＴ活用の申し出に伴い、３次元出来形管理等に要する費用を

追加計上するとともに、土地造成工に係る土工数量を３次元による高精度で算出

された数量に変更するもの。 

・粉塵対策として、砕石による盛土表面の被覆等を追加実施するもの。 

 ・その他、工事実施に伴う数量等の増減。 

 

２ 変更内訳 

工 種 変更内容 追加費用額（円） 

土地造成工 
ＩＣＴ活用に伴う費用の追

加及び数量変更による増 
１０，９３６，０００円 

土地造成工 粉塵対策の追加 ２３，０３８，０００円 

その他 
工事実施に伴う数量等の増

減 
▲２，３８８，０００円 

合計（税抜） ３１，５８６，０００円 

消費税及び地方消費税額 ３，１５８，６００円 

追加費用総計 ３４，７４４，６００円 

 

３ 変更後の契約金額  

  現在の契約金額     ５７４，５５９，７００円 

  追加費用額        ３４，７４４，６００円 

  変更後の契約金額    ６０９，３０４，３００円 
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議案第１０９号 

 

 

議決事項の変更について 

 

 

令和６年１２月１８日に議決された議案第１３４号「工事請負契約の締結につい

て」の一部を下記のとおり変更する。 

 

 

令和８年９月１日提出 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

記 

 

 契約の金額を次のように改める。 

 

３ 契約の金額   ５０２，４４４，８００円 
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議案第１０９号関係資料 

議案第１３４号 

 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 

Ｒ６企工第３号 工業団地造成事業 梅北インター工業団地（１・２工区）造成

等工事の施行に伴い、次のとおり工事請負契約を締結することについて、地方自治

法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第２条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   令和６年１１月２９日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

１ 契 約 の 目 的   Ｒ６企工第３号 工業団地造成事業 

 梅北インター工業団地（１・２工区）造成等工事 

 

２ 契 約 の 方 法   一般競争入札 

 

３ 契 約 の 金 額   ４０２，３８０，０００円 

 

４ 契約の相手方   桜木・徳満・東洋 特定建設工事共同企業体 

           代表者 都城市高城町桜木１６９３番地２ 

株式会社 桜木組 
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Ｒ６企工第３号 工業団地造成事業 

梅北インター工業団地（１・２工区）造成等工事 

 

１ 工事概要   

・開発区域     Ａ＝29,831 ㎡ 

・造成工 切土  Ｖ＝400 ㎥ 

・盛土      Ｖ＝36,345 ㎥ 

・防災施設工   Ｎ＝一式   ・調整池工  Ｎ＝一式 

・道路築造工   Ｎ＝一式   ・仮設工   Ｎ＝一式 

・雨水排水工   Ｎ＝一式   ・緑地工   Ｎ＝一式 

・地区外用水路工 Ｎ＝一式   ・撤去工   Ｎ＝一式 

 

 

２ 予定価格  ４０６，７００，８００円（消費税及び地方消費税込み） 

３６９，７２８，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

３ 落札価格  ４０２，３８０，０００円（消費税及び地方消費税込み） 

３６５，８００，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 落 札 率  ９８．９３％ 

 

５ 入札参加業者及び入札結果  

入札参加業者 第１回入札金額（円） 摘要 

桜木・徳満・東洋 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
365,800,000 落札 

南星・今元・博栄 特定建設工事共同企業体 

（４０：３０：３０） 
369,728,000  

備考 入札金額は、消費税及び地方消費税抜きの金額である。 
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議案第９９号 

 

 

議決事項の変更について 

 

 

令和６年１２月１８日に議決された議案第１３４号「工事請負契約の締結につい

て」の一部を下記のとおり変更する。 

 

 

令和７年６月９日提出 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

記 

 

 契約の金額を次のように改める。 

 

３ 契約の金額   ４４３，２９６，７００円 
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専決第５号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会の議決により指定された工事

の変更契約の締結について、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年５月２７日専決 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

議決年月日 令和７年６月２７日（令和７年議案第９９号） 

工 事 件 名 
Ｒ６企工第３号 工業団地造成事業 梅北インター工業団地（１・２工

区）造成等工事 

相 手 方 桜木・徳満・東洋 特定建設工事共同企業体 

変 更 事 項 契約金額 

議決のあった契約金額 ４４３，２９６，７００円 

今回変更後の契約金額 ４７２，２９８，２００円 

議決金額からの増減額 
２９，００１，５００円増額 

（増減率６．５４％増） 

変 更 理 由 

次の理由により、契約金額の変更を行うもの。 

・発生土改良工において、生石灰の添加量決定のための配合試験費を追

加し、その結果に基づき、添加量と工事実績に応じた改良土量を変更す

るもの。 

・調整池工及び雨水排水工の掘削において、床面が湧水により軟弱である

ことが判明したため、割栗石による地盤置換を追加するもの。 

・雨水排水工における集水桝については、既存桝の取壊し後に造成高に合

わせた現場打ちの集水桝を設置する計画だったが、既存桝に幹線用水路φ

1000が接続しており、稲作期間の通水確保のため、既存桝を使用しつつ既

製品の集水桝に変更するもの。 

・ その他、工事実施に伴う数量の増減。 

（文書取扱 総務部契約課） 
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１ 変更理由 

 ・労務単価等の変動により請負代金額の変更請求があったため、工事請負契約約

款第２５条第６項に基づき、インフレスライドに伴う請負代金額の変更を行うも

の。 

 ・その他、工事実施に伴う数量の増減。 

   

２ 変更内訳 

工 種 変更内容 追加費用額（円） 

その他 
インフレスライドに伴う請負

代金額の追加 
１８，６２０，０００円 

その他 工事実施に伴う数量の増減 ８，７８６，０００円 

合計（税抜） ２７，４０６，０００円 

消費税及び地方消費税額 ２，７４０，６００円 

追加費用総計 ３０，１４６，６００円 

   

３ 変更後の契約金額 

  現在の契約金額     ４７２，２９８，２００円 

  追加費用額        ３０，１４６，６００円 

  変更後の契約金額    ５０２，４４４，８００円 
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議案第１１０号 

 

 

議決事項の変更について 

 

 

令和７年３月２１日に議決された議案第４０号「工事請負契約の締結について」

の一部を下記のとおり変更する。 

 

 

令和８年９月１日提出 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

記 

 

 契約の金額を次のように改める。 

 

３ 契約の金額   １，１０６，５８９，０００円 
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議案第１１０号関係資料 

議案第４０号 

 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 

Ｒ６企工第６号 工業団地造成事業 都城インター工業団地高木北地区（３－２

工区）造成等工事の施行に伴い、次のとおり工事請負契約を締結することについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第２条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

１ 契 約 の 目 的  Ｒ６企工第６号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（３－２工区）造成等工事 

 

２ 契 約 の 方 法  一般競争入札 

 

３ 契 約 の 金 額  ８３４，１３０，０００円 

 

４ 契約の相手方  丸昭・徳満・南星 特定建設工事共同企業体 

          代表者 都城市山田町山田２１１２番地３ 

丸昭建設 株式会社  
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Ｒ６企工第６号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（３－２工区）造成等工事 

 

１ 工事概要 

・開発区域     Ａ＝84,146 ㎡ 

・造成工 切土  Ｖ＝5,011 ㎥ 

・造成工 盛土  Ｖ＝212,676 ㎥ 

・道路築造工   Ｎ＝一式   ・調整池工    Ｎ＝一式 

・緑地工     Ｎ＝一式   ・防災施設工   Ｎ＝一式 

・撤去工     Ｎ＝一式   ・敷地境界工   Ｎ＝一式 

・仮設工     Ｎ＝一式   ・旧河川護岸撤去 Ｎ＝一式 

・農業用配水管工 Ｎ＝一式 

 

２ 予定価格  ８４２，６４７，３００円（消費税及び地方消費税込み） 

７６６，０４３，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

３ 落札価格  ８３４，１３０，０００円（消費税及び地方消費税込み） 

７５８，３００，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 落 札 率  ９８．９８％ 
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５ 入札参加業者及び入札結果 

入札参加業者 第１回入札金額（円） 摘要 

丸昭・徳満・南星 特定建設工事共同企業体 

（４５：３５：２０） 
758,300,000 落札 

大淀・都北・福永 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
759,900,000  

桜木・丸宮・坂元 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
766,000,000  

𠮷原・木場・上村 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
辞退  

備考 入札金額は、消費税及び地方消費税抜きの金額である。 
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専決第１６号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会の議決により指定された工事

の変更契約の締結について、次のとおり専決処分する。 

 

令和７年６月１０日専決 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

議決年月日 令和７年３月２１日（令和７年議案第４０号） 

工 事 件 名 
Ｒ６企工第６号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（３－２工区）造成等工事 

相 手 方 丸昭・徳満・南星 特定建設工事共同企業体 

変 更 事 項 契約金額 

議 決 の あ っ た 契 約 金 額 ８３４，１３０，０００円 

今 回 変 更 後 の 契 約 金 額 ８５８，１２１，０００円 

議 決 金 額 か ら の 増 減 額 
２３，９９１，０００円増額 

（増減率２．８７％増） 

変 更 理 由 

次の理由により、契約金額の変更を行うもの。 

・新労務単価（令和７年３月単価）の適用に係る特例措置の請求により増

額するもの。 

（文書取扱 総務部契約課） 
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議案第１３９号 

 

 

議決事項の変更について 

 

 

令和７年３月２１日に議決された議案第４０号「工事請負契約の締結について」

の一部を下記のとおり変更する。 

 

 

令和７年９月２日提出 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

記 

 

 契約の金額を次のように改める。 

 

３ 契約の金額   ８６７，９８１，４００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77



専決第３７号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会の議決により指定された工事

の変更契約の締結について、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年３月１９日専決 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

議決年月日 令和７年９月２４日（令和７年議案第１３９号） 

工 事 件 名 
Ｒ６企工第６号 工業団地造成事業 都城インター工業団地高木北地区

（３－２工区）造成等工事 

相 手 方 丸昭・徳満・南星 特定建設工事共同企業体 

変 更 事 項 契約金額 

議決のあった契約金額 ８６７，９８１，４００円 

今回変更後の契約金額 ８９５，５０６，７００円 

議決金額からの増減額 
２７，５２５，３００円増額 

（増減率３．１７％増） 

変 更 理 由 

次の理由により、契約金額の変更を行うもの。 

・ 造成土量において、空中写真測量による高精度の土量計算結果、造成土

量を増加するもの。 

・ 造成工事において、大量に必要となる盛土材を公共工事残土で確保する

こととしているが、計画工程で進捗した場合、盛土材調達見込み量が不足

することから、円滑な工事の進捗を図るため、購入による盛土材を増加す

るもの。 

・ 旧河川護岸及び旧農業用水路跡地において、掘削作業等による埋設物調

査を追加するもの。 

（文書取扱 総務部契約課） 
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議案第７７号 

 

 

議決事項の変更について 

 

 

令和７年３月２１日に議決された議案第４０号「工事請負契約の締結について」

の一部を下記のとおり変更する。 

 

 

令和８年６月８日提出 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

記 

 

 契約の金額を次のように改める。 

 

３ 契約の金額   ９９９，８１６，４００円 
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１ 変更理由 

 ・分譲地の区画変更に伴い、道路排水構造物の規格、数量等及び造成計画高の変

更を行うもの。 

 ・粉塵対策として、仮囲いの移設及び砕石による盛土表面の被覆等を追加実施す

るもの。 

 

２ 変更内訳 

工 種 変更内容 追加費用額（円） 

道路築造工 

土地造成工外 

分譲地の区画変更に伴う、

計画変更による増 
５０，０９６，６９２円 

土地造成工 粉塵対策の追加 ４６，９６９，３０８円 

合計（税抜） ９７，０６６，０００円 

消費税及び地方消費税額 ９，７０６，６００円 

追加費用総計 １０６，７７２，６００円 

 

３ 変更後の契約金額  

  現在の契約金額     ９９９，８１６，４００円 

  追加費用額       １０６，７７２，６００円 

  変更後の契約金額  １，１０６，５８９，０００円 
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議案第１１１号 

 

 

議決事項の変更について 

 

 

令和７年３月２１日に議決された議案第４１号「工事請負契約の締結について」

の一部を下記のとおり変更する。 

 

 

令和８年９月１日提出 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

記 

 

 契約の金額を次のように改める。 

 

３ 契約の金額   ６３０，３３７，４００円 
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議案第１１１号関係資料 

議案第４１号 

 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 

Ｒ６企工第５号 工業団地造成事業 都城インター工業団地高木北地区（３－１

工区）造成等工事の施行に伴い、次のとおり工事請負契約を締結することについて、

地方自治法第９６条第１項並びに都城市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第２条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   令和７年２月２０日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

１ 契 約 の 目 的  Ｒ６企工第５号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（３－１工区）造成等工事 

 

２ 契 約 の 方 法  一般競争入札 

 

３ 契 約 の 金 額  ６７５，６２０，０００円 

 

４ 契約の相手方  大淀・都北・福永 特定建設工事共同企業体 

          代表者 都城市上長飯町５４２７番地１ 

大淀開発 株式会社 
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Ｒ６企工第５号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（３－１工区）造成等工事 

 

１ 工事概要 

・開発区域     Ａ＝60,878 ㎡ 

・造成工 盛土  Ｖ＝171,245 ㎥ 

・道路築造工   Ｎ＝一式   ・消防水利工   Ｎ＝一式 

・地区外道路工  Ｎ＝一式   ・緑地工     Ｎ＝一式 

・防災施設工   Ｎ＝一式   ・撤去工     Ｎ＝一式 

・旧河道護岸撤去 Ｎ＝一式   ・仮設工     Ｎ＝一式 

 

２ 予定価格  ６８１，１２２，２００円（消費税及び地方消費税込み） 

６１９，２０２，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

３ 落札価格  ６７５，６２０，０００円（消費税及び地方消費税込み） 

６１４，２００，０００円（消費税及び地方消費税抜き） 

 

４ 落 札 率  ９９．１９％ 

 

５ 入札参加業者及び入札結果 

入札参加業者 第１回入札金額（円） 摘要 

大淀・都北・福永 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
614,200,000 落札 

桜木・丸宮・坂元 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
619,000,000  

𠮷原・木場・上村 特定建設工事共同企業体 

（５０：３０：２０） 
辞退  

備考 入札金額は、消費税及び地方消費税抜きの金額である。 
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専決第１４号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会の議決により指定された工事

の変更契約の締結について、次のとおり専決処分する。 

 

令和７年５月２３日専決 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

議決年月日 令和７年３月２１日（令和７年議案第４１号） 

工 事 件 名 
Ｒ６企工第５号 工業団地造成事業 

都城インター工業団地高木北地区（３－１工区）造成等工事 

相 手 方 大淀・都北・福永 特定建設工事共同企業体 

変 更 事 項 契約金額 

議 決 の あ っ た 契 約 金 額 ６７５，６２０，０００円 

今 回 変 更 後 の 契 約 金 額 ６９４，２６７，２００円 

議 決 金 額 か ら の 増 減 額 
１８，６４７，２００円増額 

（増減率２．７６％増） 

変 更 理 由 

次の理由により、契約金額の変更を行うもの。 

・新労務単価（令和７年３月単価）の適用に係る特例措置の請求により増

額するもの。 

（文書取扱 総務部契約課） 
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専決第３３号 

 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、議会の議決により指定された工事

の変更契約の締結について、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年２月２５日専決 

 

都城市長 池 田 宜 永 

 

議決年月日 令和７年３月２１日（令和７年議案第４１号） 

工 事 件 名 
Ｒ６企工第５号 工業団地造成事業 都城インター工業団地高木北地区

（３－１工区）造成等工事 

相 手 方 大淀・都北・福永 特定建設工事共同企業体 

変 更 事 項 契約金額 

議決のあった契約金額 ６７５，６２０，０００円 

第１回変更後の契約金額 ６９４，２６７，２００円 

今回変更後の契約金額 ６８２，３９０，５００円 

議決金額からの増減額 
６，７７０，５００円増額 

（増減率１．００％増） 

変 更 理 由 

次の理由により、契約金額の変更を行うもの。 

・造成土量において、工事着手前に公共残土の受け入れが可能になったこ

と、空中写真測量による高精度の土量計算結果、数量を減少するもの。 

・受注者希望型の ICT 技術活用において、受注者から活用の申し出があ

り、３次元測量、ICT 建設機械施工、３次元出来形管理等の費用を追加する

もの。 

・工事着手前に受け入れた公共残土は搬入元の事業者により所定の敷き均

しを行っているが、施工管理基準に基づいた密度を得るため、転圧作業を

追加するもの。 

・旧河道護岸及び旧農業用水路跡地において、埋設物調査を追加するも

の。 

（文書取扱 総務部契約課） 

86



１ 変更理由 

 ・分譲地の区画変更に伴い、主要区画道路５号線の施工を取りやめるもの。また、

この変更に伴い、道路排水構造物の規格、数量等及び造成計画高の変更を行うも

の。 

 ・粉塵対策として、仮囲いの移設及び砕石による盛土表面の被覆等を追加実施す

るもの。 

  

２ 変更内訳 

工 種 変更内容 追加費用額（円） 

道路築造工 

土地造成工外 

分譲地の区画変更に伴う、

計画変更による減 
▲８３，２１１，９７９円 

土地造成工 粉塵対策の追加 ３５，８９０，９７９円 

合計（税抜） ▲４７，３２１，０００円 

消費税及び地方消費税額 ▲４，７３２，１００円 

追加費用総計 ▲５２，０５３，１００円 

 

３ 変更後の契約金額  

  現在の契約金額     ６８２，３９０，５００円 

  追加費用額       ▲５２，０５３，１００円 

  変更後の契約金額    ６３０，３３７，４００円 
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議案第１１２号 

 

 

   議決事項の変更について 

 

 

令和５年１２月１８日に議決された議案第１４９号「公の施設の指定管理者の指

定について」の一部を下記のとおり変更する。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

記 

 

指定の期間を次のように改める。 

 

３ 指定の期間   令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで 
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議案第１１２号関係資料 

議案第１４９号 

 

 

   公の施設の指定管理者の指定について 

 

 

 公の施設の指定管理者を次のとおり指定することについて、地方自治法第２４４

条の２第６項及び都城市児童館条例第７条第１項の規定に基づき、議会の議決を求

める。 

 

 

   令和５年１１月２９日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 

 

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

  都城市下水流児童館 

 

２ 指定管理者となる団体の名称 

  特定非営利活動法人桜ます 

 

３ 指定の期間 

  令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで 
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議案第１１３号 

 

 

   令和７年度都城市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 

令和７年度都城市水道事業会計未処分利益剰余金４７，１９３，４２９円を組入資

本金に加えることについて、地方公営企業法第３２条第２項の規定に基づき、議会の

議決を求める。 

 

 

   令和８年９月１日提出 

 

                    都城市長 池 田 宜 永 
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